基本契約書


●●（以下「甲」という。）と◎◎（以下「乙」という。）とは、以下のとおり、甲から乙に対して発注される成果物（無体物、役務等を含む。以下「成果物」という）の取引に関する基本契約（以下、「本契約」という。）を締結する。

[bookmark: 契約の目的]（契約の目的）
1. 本契約は、甲と乙との間における、次条に定める本業務の委託および受託に関して、両当事者の権利義務を定め、継続的かつ円滑な取引関係の構築を図ることを目的とする。
2. 本契約は、甲が乙に対して発注する個別の成果物に係る契約（以下「個別契約」という。）に共通して適用される。ただし、個別契約において本契約と異なる定めがある場合は、個別契約の定めが優先される。

[bookmark: 業務の範囲]（業務の範囲）
本契約の対象となる業務（以下「本業務」という。）は、以下のとおりとする。
(1) デザイン制作業務
(2) DTP（組版・版下）業務
(3) 印刷物の製造・加工業務
(4) 印刷物の発送・納品業務
(5) ホームページ、ランディングページ、SNS等のオンライン媒体に関する企画、デザイン、制作および更新・運用支援業務
(6) デジタル媒体向けの電子データ納品業務（ホームページ、ランディングページ、SNS投稿素材、Webバナー、デジタル広告用クリエイティブ等を含む）
(7) 販売促進用ツールの制作および企画提案業務
(8) 広報支援・マーケティング資料作成業務
(9) その他、前各号に付随または関連する一切の業務

[bookmark: 個別契約の締結]（個別契約の締結）
1. 本業務について、具体的な業務内容、納期、報酬等は、個別契約（注文書または見積書の承諾をもって代えることができる）により定める。
2. 個別契約は、甲が乙に対し具体的な本業務の内容等必要な事項を記載した注文書を交付し、乙が甲に対し注文請書を交付すること又は、乙が甲に対して交付した具体的な本業務に係る見積書について甲が書面で承諾することよって成立する。
3. 前項の注文書及び注文請書の交付、見積書の交付そして、その承諾については、書面のほか電子メールその他の電磁的方法によることも含むものとする。

[bookmark: 業務の遂行]（業務の遂行）
1. 乙は、善良なる管理者の注意をもって本業務を遂行するものとする。
2. 乙は、業務遂行に際して、その一部を第三者に再委託することができる。ただし、再委託先の選定および管理については乙の責任において行い、当該第三者の行為についても乙が一切の責任を負うものとする。

[bookmark: 校正に関する取扱い]（校正に関する取扱い）
1. 乙は、印刷物の製作にあたり、事前に校正を甲に提示し、甲の承認（校了）を得た上で印刷作業に着手するものとする。
2. 印刷物の仕上がり確認のため、甲の要請に応じて乙は色校正（本機校正または簡易校正）を実施する。
3. 校正の種別（簡易・本機）および回数は個別契約で定めるものとする。個別契約で定めた以上の追加校正については別途費用を要する。
4. 校正紙は印刷見本とみなされ、甲が「校了（最終承認）」の意思表示を行った後は、当該内容に基づいて量産を行う。
5. 校了後に判明した誤植、誤記、デザイン、仕様その他の内容の不備については、乙は責任を負わないものとし、その修正にかかる費用は甲が負担するものとする。ただし、乙の過失による不備が明らかである場合はこの限りではない。

[bookmark: 納期]（納期）
1. 乙は、個別契約において定められた納期までに、個別契約において定められた形式に従い、成果物を甲に納入する義務を負うものとする。
2. 甲の指示に基づく内容の変更または追加により、成果物の仕様に変更が生じる場合、乙はその旨を速やかに甲に通知し、両当事者は、当該変更に伴う納期および費用の変更について誠実に協議の上、書面により合意するものとする。
3. 前項の合意が成立するまでは、乙は、特段の事情がない限り、当初の仕様に基づく作業を継続するものとする。
4. 成果物の納入に要する費用（電子データの送信、物理納品にかかる梱包・送料等）については、個別契約において定めるものとし、乙が一方的にその全額を負担するものとしてはならない。


[bookmark: 遅延]（遅延）
1. 乙は、天災地変、戦争、暴動、公的機関の措置、感染症の蔓延その他不可抗力（民法第415条但書に該当する事由を含むがこれに限られない）、または甲の責に帰すべき事由により、納期に遅延した場合、当該遅延について責任を負わないものとする。
2. 前項の不可抗力の事由が発生した場合、乙は速やかにその旨を甲に書面（電子メールを含む）にて通知するものとする。

[bookmark: 検収および契約不適合の対応]（検収および契約不適合の対応）
1. 甲は、乙から成果物を受領した後10営業日以内に、成果物が契約の内容に適合しているか否かを検査（以下「検収」という）し、検収の結果を乙に書面（電子メールを含む）で通知するものとする。当該期間内に甲から通知がない場合は、甲が当該成果物について、契約内容に適合しているものとして承認したものとみなす。
2. 乙は、成果物が契約の内容に適合しない旨の通知を受けた場合、甲が指定する期日までに、乙の費用をもって修正、追加納品又は代替品の納品（以下「再納品等」という。）をしなければならない。ただし、当該成果物が契約の内容に適合しないことについて、乙の責めに帰すべき事由によらない場には、再納品等に要する費用は、すべて甲の負担とする。
3. 成果物が契約の内容に適合しない旨の通知を受けた場合であっても、個別契約に定めた本業務と異なる業務が追加されるとき若しくは実質的本業務の内容が変更されるとき、甲の責めに帰すべき理由によるとき又は個別契約において具体的な品質・性能等の基準が定められておらず、事後に契約に適合しないと通知されたときには、再納品等に要する費用は、すべて甲の負担とする。
4. 検収合格後に発見された軽微な契約不適合（納品物の品質、機能、性能、外観等）については、乙はその責任を負わないものとする。ただし、成果物の性質または契約の目的に照らして重大な不適合があり、かつ乙に故意または重大な過失が認められる場合は、甲乙協議のうえ、善意に基づき修補その他の対応方法を定めるものとする。
5. 校正刷りにおいて甲が確認・承認した内容と異なる印刷結果が生じた場合、乙は商人として誠意をもって対応するものとする。ただし、当該印刷物が甲の承認済みの校正内容に基づいて作成された場合は、その結果について乙は責任を負わない。
6. 前各項の定めにかかわらず、検収合格後6か月以内に契約不適合が判明し、かつ乙に重大な過失または故意があったことが認められる場合、甲は乙に対して修補、再納品、または損害賠償を請求することができるものとする。ただし、第1項に定める通知義務を甲が履行しなかった場合は、この限りでない。
7. 甲による検収の合格をもって、成果物の引渡しは完了したものとする。成果物のうち印刷物の所有権は甲に移転する。
[bookmark: 報酬および支払条件]（報酬および支払条件）
1. 本業務に対する報酬額及び支払期日は、各個別契約において別途定めるものとする。
2. 支払期日は、乙から成果物を受領した日から60日以内のできる限り短い日を定めるものとする。
3. 支払手段として約束手形、小切手、電子記録債権その他これに類する信用取引を使用してはならないものとする。
4. 振込に係る手数料は甲の負担とする。
5. 甲が支払期日までに報酬を支払わなかった場合、甲は支払期日の翌日から支払済みに至るまで、年14.6%の割合による遅延損害金を乙に対して支払うものとする。

[bookmark: 著作権および知的財産権]（知的財産権等の扱い）
1. 本業務を遂行する過程おいて乙が制作した成果物（デザイン、レイアウト、電子データ等を含む）に関する著作権（著作権法第27条及び第28条に定める権利を含む）を含むその他知的財産権（以下、「知的財産権等」という。）は、個別契約において譲渡対価を含む別段の定めをしない限り、乙に帰属する。
2. 成果物を記録した有体物（記録媒体等）および電子データ（高解像度データ、特色指定、トンボ・塗り足しを含む印刷設計データ等を含む。）は、個別契約において譲渡対価を含む別段の定めをしない限り、乙が保有し管理する権利を有する。
3. 本業務の過程で制作した成果物並びにこれにかかる知的財産権等及び電子データ（以下総称して「成果物等」という。）は、甲は個別契約で定められた印刷物の制作のためのみに使用、複製及び保存することができるものとする。利用目的達成後又は乙の要請に従い、甲は、当該電子データ及びその複製物を返却し又は削除・消去しなければならないものとする。
4. 再印刷・増刷・他社での印刷等、甲が前項の範囲を超えて成果物等を使用する場合は、乙と協議の上、書面で合意し、別途対価を支払うものとする。
5. 甲は、成果物等について、改変をする場合若しくは第三者に提供し又は利用を許諾する場合は、事前に乙の書面による承諾を得るものとし、その結果生じた不具合や損害について乙は一切の責任を負わない。
6. 乙は、成果物の制作にあたり第三者の知的財産権を侵害しないよう適切な注意を払うものとする。
7. 甲及び乙は、成果物に関し、第三者の権利侵害を理由に、苦情、請求、差止めその他何らかの主張を受けたときは、直ちに相手方に通知する。甲及び乙は、直ちに第三者の権利侵害の有無及び原因の調査を行い、その結果、甲から支給された素材、仕様、指示、要望等に起因して第三者との紛争が発生した場合は、甲がその責任を負うものとする。また、乙の責めに帰すべき事由により権利侵害が生じたと認められる場合は、乙は自己の費用と責任をもって解決するものとし、甲乙いずれにも原因があると認められる場合は、その寄与割合に応じて責任を負担するものとし、その負担内容は甲乙間の協議による。

[bookmark: 秘密保持]（秘密保持）
1. 甲及び乙は、業務の遂行に際し知り得た技術、販売、業務上その他一切の秘密情報（以下「秘密情報」という）を、相手方の書面による承諾なく第三者に開示または漏洩してはならない。
2. 次のいずれかに該当する情報は、秘密情報に該当しないものとする。
1 開示時点で公知であった情報
2 開示後、自己の責によらず公知となった情報
3 正当な権限をもつ第三者から合法的に入手した情報
4 保有していたことを証明できる情報
3. 秘密保持義務は本契約の終了後も5年間継続する。
4. 万一漏洩等が発生した場合、漏洩当事者は相手方に対して一切の損害を賠償する責任を負う。
5. 第１項の規定にかかわらず、甲及び乙はいずれも、国又は地方公共団体等の機関から相手方の秘密情報の開示を命じられた場合、これに応じるために必要最小限の範囲内において、相手方の秘密情報を開示することができる。この場合、相手方に対し、当該命令を受けた旨を、合理的に可能な範囲で、速やかに相手方に通知する。

[bookmark: 契約期間および解除]（契約期間および解除）
1. 本契約の有効期間は、契約締結日より1年間とし、いずれかの当事者から契約終了３か月前までに申し出がない限り、本契約と同一条件でさらに１年間継続し、以後も同様とする。
2. 本契約の終了時において存続する個別契約が存する場合、当該個別契約の履行が完了するまで、当該履行の完了に必要な本契約の定めは有効に存続する。
3. 本契約の終了後においても、第８条第６項、第１０条、第１１条及び第１３条乃至第１７条の規定は有効に存続する。
4. いずれかの当事者が以下の事由に該当する場合、相手方は催告なしに契約を解除することができる。
1 本契約又は個別契約に違反し、相当の期間を定めて是正を催告したにもかかわらず、当該期間無いに是正されないとき
2 破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始の申立て若しくは、特別清算開始の申立てがあったとき
3 自ら振出し又は引受けた手形・小切手について、不渡り処分を受けたとき
4 監督官庁より業務停止又は事業免許若しくは事業登録の取消し処分を受けたとき
5 事業の廃止若しくは変更又は解散の決議をしたとき
6 法令に違反する行為を行ったとき。
7 その他信用状況が悪化したとき

[bookmark: 損害賠償]（損害賠償）
1. 乙は、本契約に基づく業務の遂行において故意または重大な過失により甲に損害を与えた場合に限り、その損害を賠償する責任を負うものとする。
2. 前項に基づく乙の賠償責任は、当該個別契約に基づき甲が乙に支払った契約金額を上限とする。
3. 乙は、逸失利益、間接損害、特別損害、営業損害、第三者からの請求等に基づく損害については、賠償責任を負わないものとする。

[bookmark: 不可抗力]（不可抗力）
天災地変、戦争、暴動、感染症の流行、法令の改廃、公的機関による措置、通信障害その他、当事者の合理的な支配を超える不可抗力により、本契約に基づく義務を履行できない場合、当該当事者はその責任を免れる。ただし、不可抗力の事由が発生した場合には、速やかに相手方に通知し、両当事者は誠意をもって協議のうえ、今後の取扱いを定めるものとする。

[bookmark: 反社会的勢力の排除]（反社会的勢力の排除）　
１　甲及び乙は、それぞれ相手方に対し、本契約締結時において、自ら（法人の場合は、代表者、役員又は実質的に経営を支配する者。）が暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団その他反社会的勢力に該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約する。
２　甲又は乙の一方が前項の確約に反する事実が判明したとき、その相手方は、何らの催告もせずして、本契約を解除することができる。
３　前項の規定により、本件契約を解除した場合には、解除した当事者はこれによる相手方の損害を賠償する責めを負わない。
４　第２項の規定により、本件契約を解除した場合であっても、解除した当事者から相手方に対する損害賠償請求を妨げない。



[bookmark: 協議事項]（協議事項）
本契約に定めのない事項または解釈に疑義が生じた場合は、誠意をもって協議し、解決を図る。

[bookmark: 合意管轄裁判所]（合意管轄裁判所）
本契約に関する一切の紛争については、乙の本店所在地を管轄する裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。


本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印の上各１通を保管する。

　　　年　　月　　日


（以下 署名欄）

